様式第１号
質　　問　　書
令和　　年　　月　　日

　北九州市長　宛

住 所
商号又は名称
所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
ＦＡＸ番号

メールアドレス
　「北九州市文化財保存活用地域計画作成支援業務委託公募型プロポーザル」に関して、下記の事項を質問します。

記

	No
	質問項目
	質　問　内　容

	
	
	


様式第２号
　
　　年　　　月　　　日　
北九州市長　宛
所　在　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	担当者所属部署
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	


公募型プロポーザル参加意向申出書
　北九州市文化財保存活用地域計画作成支援業務委託公募型プロポーザルに参加することを申し込みます。
　また、「北九州市文化財保存活用地域計画作成支援業務委託プロポーザル実施要領及び特記仕様書」に記載された参加資格を満たした事業者であるとともに、提出書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。
　なお、虚偽及び事実と異なる記載内容により、この度のプロポーザルへの参加停止措置等の処分を受けても、一切の異議申し立てはいたしません。
添付書類
・誓約書（様式第３号）
様式第３号

令和　　年 　 月　　日　

　北九州市長　宛

所　在　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

誓約書
北九州市文化財保存活用地域計画策定支援業務委託に係る公募型プロポーザルに参加申出するに当たり、次に掲げる参加資格の全てを満たしていることを誓約します。
※　資格要件の確認のため、□にチェックをしてください。

□　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

□　北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平　　
　成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項又は北九州市測量業務、建設コンサ
　ルタント業務等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州　　
　市規則第６０号）第７条第１項の有資格者名簿に記載されていること。

□　本市から指名停止を受けている期間中でないこと。

□　北九州市暴力団排除条例（平成２２年北九州市条例第１９号）に定める暴力団
　員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

·  仕様書に掲げる業務内容を適切に遂行できる体制を構築し、技術者を配置できること。また、本市と円滑に連絡調整できるよう福岡県内に本店又は支店・営業所があること。但し、支店・営業所の場合は、北九州市建設コンサルタント業者登録名簿に受任者の登録がなされていること。

□　国税及び地方税を滞納していないこと。

□　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者（但し、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定したものを除く。）でないこと。

□　過去に地方公共団体を発注者とする文化財保存活用地域計画の策定に関わる業務を受注し、履行した実績を有する者であること。なお、文化財保存活用地域計画とは、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１８３条の３に規定されるものをいう。

様式第４号

令和　　年 　 月　　日　

　北九州市長　宛

所　在　地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

辞退届
　令和８年　月　日付で参加を申し出ました、「北九州市文化財保存活用地域計画作成支援業務委託」公募型プロポーザルにつきまして、下記の理由により参加を辞退します。
記

《参加辞退理由》

様式第５号
　　年　　　月　　　日　
北九州市長　様
所　在　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
企　画　提　案　書
　北九州市文化財保存活用地域計画作成支援業務委託プロポーザル実施要領に基づき、次のとおり企画提案書等を提出します。なお、提出書類の全ての記載事項に相違ないことを誓約します。　
【提出書類】
    • 会社概要書（様式６）
    • 業務実施体制調書（様式７）
    • 業務実績調書（様式８）
    • 業務工程表（任意様式）
    • 見積書（任意様式）
    • 企画提案書（任意様式）
	担当者所属部署
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	


様式第６号
会　社　概　要　書
	法人等名称
	

	本社所在地
	

	受託先所在地
	

	法人等設立年月
	　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	代表者職・氏名
	

	事業所数
	

	従業員数
	技術士
	　　　　　　　　人

	
	博物館学芸員
	　　　　　　　　人

	
	その他
	　　　　　　　　人

	品質マネジメントシステム（ISO）名
	

	個人情報保護マネジメントシステム名
	

	運営方針
	

	主な事業内容
	


※令和８年５月１日現在で記入してください。
様式第７号
　　年　　月　　日
北九州市長　宛
所　在　地
商号又は名称
　　　代表者職氏名
業務実施体制調書
1 実施体制（地域計画対応体制）
	


・参加者（事業所等）内の現状の文化財保存活用地域計画関係を担当する課所・グループ等または研究機関とその役割及び配置職員数などを記載してください。
2 実施体制（文化財調査体制）
・参加者（事業所等）内の現状の文化財調査を担当する課所・グループ等または研究機関とその役割及び配置職員数などを記載してください。
	


3 実施体制（作業実施内容）
・地域計画策定支援業務を実施する際の担当課所・グループ等及び配置職員数、並びに作業フローと役割分担などについて記載してください。
	


※様式の枠が不足する場合は適宜追加してください。

4 担当職員の配置
	役割
	氏名・所属・役職等
	担当業務
	実務経験年数・資格
	業務実績・経歴

	管理技術者
	氏名
所属
役職

	
	実務経験年数
　　　　　　　年
資格
・
・
	

	担当技術者①
	氏名
所属
役職

	
	実務経験年数
　　　　　　　年
資格
・
・
	

	担当技術者②
	氏名
所属
役職

	
	実務経験年数
　　　　　　　年
資格
・
・
	

	担当技術者③
	氏名
所属
役職

	
	実務経験年数
　　　　　　　年
資格
・
・
	


※1　実務経験年数は、調査研究分野における経験年数を記載してください。
※2　業務実績は、「様式第７号　業務実績調書」に記載の事業内容で担当したものを記載してください。
※3　記載した全員が参加者の事業所等に所属していることを証明できるもの（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等）の写しを添付してください。
※4　保有資格を証明するものの写しを添付してください。
※様式の枠が不足する場合は適宜追加してください。
様式第８号
　　年　　月　　日
北九州市長　宛
所　在　地
商号又は名称
代表者職氏名
業務実績調書
令和３年４月以降、地方公共団体において、文化財保存活用地域計画の策定に関わる業務を元請けとして受託し、履行した実績（最大５件）について記載の上、当該業務の実績を確認できる書類を添付すること。
	発注者
	業務名
	履行期間
	特徴、成果等

	
	
	年　　月
～
年　　月
	

	
	
	年　　月
～
年　　月
	

	
	
	年　　月
～
年　　月
	

	
	
	年　　月
～
年　　月
	

	
	
	年　　月
～
年　　月
	


※業務実績を確認できる書類（一般財団法人日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報システム」（以下「ＴＥＣＲＩＳ」という。）の登録データ（完了登録時の登録内容確認書（完了時業務カルテ））を添付すること。
※業務の実績に特筆したものがある場合は特徴、成果等に記載すること。


